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平成１５年度事業報告書

Ⅰ 独立行政法人国立環境研究所の概要

１．業務の内容

（１）目 的

独立行政法人国立環境研究所は、地球環境保全、公害の防止、自然環境の保護及び

整備その他の環境の保全（良好な環境の創出を含む。以下単に「環境の保全」という。）に

関する調査及び研究を行うことにより、環境の保全に関する科学的知見を得、及び環境の

保全に関する知識の普及を図ることを目的とする。

（独立行政法人国立環境研究所法第３条）

（２）業務の範囲

① 環境の状況の把握に関する研究、人の活動が環境に及ぼす影響に関する研究、

人の活動による環境の変化が人の健康に及ぼす影響に関する研究、環境への負

荷を低減するための方策に関する研究その他環境の保全に関する調査及び研究

（水俣病に関する総合的な調査及び研究を除く。）を行うこと。

② 環境の保全に関する国内及び国外の情報（水俣病に関するものを除く。）の収

集、整理及び提供を行うこと。

③ 前2号の業務に附帯する業務を行うこと。

（独立行政法人国立環境研究所法第１０条）

２．事務所の所在地

本所

〒305-8506 茨城県つくば市小野川１６－２

霞ヶ浦臨湖（水環境保全再生研究ステーション）

〒300-0402 茨城県稲敷郡美浦村大字大山

３．資本金の状況

国立環境研究所の資本金は、平成１５年度末で３８，６６６百万円となっている。

４．役員の状況

国立環境研究所の役員は、理事長、理事２人、監事２人である。

（独立行政法人国立環境研究所法第 条）７
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役 職 氏 名 任 期 主 要 経 歴

理 事 長 合志 陽一 平成13年4月1日 昭和36年 3月 東京大学工学部卒業

～平成17年3月31日 昭和49年 4月 東京芝浦電気（株）総合研究所主

任研究員

昭和52年 5月 東京大学工学博士

昭和56年10月 東京大学工学部教授

平成 6年 4月 東京大学工学部長

平成10年 4月 国立環境研究所副所長

理 事 西岡 秀三 平成15年4月1日 昭和42年 3月 東京大学大学院数物系研究科博

～平成17年3月31日 士課程修了

昭和42年 3月 東京大学工学博士

昭和42年 4月 旭化成工業（株）

昭和54年 2月 国立公害研究所総合解析部第四

グループ主任研究官

平成 8年 4月 国立環境研究所地球環境研究グ

ループ統括研究官

平成11年 4月 慶應義塾大学大学院政策・メディ

ア研究科教授

理 事 飯島 孝 平成15年7月1日 昭和47年 4月 東京大学工学部卒業

～平成17年3月31日 平成 6年 9月 環境庁水質保全局水質規制課長

平成 8年 7月 環境庁大気保全局大気規制課長

平成13年 1月 環境省大臣官房廃棄物・リサイク

ル対策部廃棄物対策課長

平成14年 1月 環境省大臣官房廃棄物・リサイク

ル対策部長

監 事 冨浦 梓 平成15年4月1日 昭和31年 3月 九州大学工学部卒業

（非常勤） ～平成17年3月31日 平成 3年 6月 新日本製鐵㈱常務取締役技術開

発本部副本部長

平成5年 9月 東京大学工学博士

平成 9年 6月 新日本製鐵㈱顧問

平成12年 7月 日本学術会議第５部長

（株）日鉄技術情報センター特平成12年 7月

別顧問

監 事 大塚 宏 平成15年4月1日 昭和37年 3月 慶應義塾大学経済学部卒業

（非常勤） ～平成17年3月31日 昭和56年 2月 中央監査法人代表社員

平成 6年 6月 大塚公認会計士事務所を主宰

５．職員の状況

平成１５年度末の常勤職員数は、269名である。
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６．設立の根拠となる法律名

独立行政法人国立環境研究所法（平成１１年法律２１６号）

７．主務大臣

環境大臣

８．沿 革

昭和４９年 ３月 環境庁の附属機関として「国立公害研究所」が発足

平成 ２年 ７月 全面改組により「国立環境研究所」と改称

平成 ２年１０月 研究所内に地球環境研究センターを設置

平成１３年 １月 省庁再編により環境省発足、研究所に廃棄物研究部を新設

平成１３年 ４月 独立行政法人国立環境研究所が発足

Ⅱ 平成１５年度業務の実施状況

１．概況

平成１５年度は、中期計画(平成１３～１７年度)の中間年度であり、研究組織及び研究プロ

ジェクトの円滑な運営、新たな研究棟を含む研究基盤の整備並びに所内諸システムの運用と

一層の改善に多くの努力を傾注することにより、中期計画で設定された研究業務の目標達成

に向けて全力を投入した。

平成１５年度業務の実施状況は「平成１５年度業務実績報告書」に示すが、その要点は以

下のとおりである。

２．研究の着実な実施

重点特別研究プロジェクト及び政策対応型調査研究

●重点特別研究プロジェクト及び政策対応型調査研究については、中期計画の目標の達成

に向け着実に推進し、１６年４月の外部研究評価委員会において、１５年度の成果について

の年度評価を受けた。

●年度評価においては、重点特別研究プロジェクトについては、昨年に引き続き、高い評価

を得た。政策対応型調査研究については、化学物質のリスク管理の分野について、着実な

知見の蓄積が見られる等との評価を得るとともに、循環型社会の形成の分野に関しては、１

５年度に新たに外部有識者を招き｢循環パネル｣を設置、「循環ビジョン研究」に着手したこと

が一定の評価を得た。

●年度評価の結果は、各委員からのコメントも踏まえ、１６年度以降の研究実施に反映させ、

必要に応じて研究計画の見直し等を行いつつ、一層の研究の進展を図ることとしている。

基盤的研究
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●６つの研究領域において基盤的研究を実施したほか、所内公募研究として、主に若手研究

者の育成を主眼とした「奨励研究」、及びプロジェクト志向型の「特別研究」を実施した。

●奨励研究については、公募及び内部研究評価委員会による評価を行い、４２件の基盤的

研究及び長期的なモニタリングに関する研究を行った。また、特別研究については、外部研

究評価委員会の事前評価を行い、新たに２課題を採択した（１６年度から実施）。 これまで

の経験も踏まえつつ、所内公募研究のあり方について、さらに見直しを行っていくこととして

いる。

知的研究基盤

●環境研究基盤技術ラボラトリーにおいて、１５年度から環境試料及び絶滅危惧種の細胞･遺

伝子の長期保存のための環境試料タイムカプセル化事業が開始されるとともに、１６年３月

に環境試料タイムカプセル棟が竣工し、事業推進のための施設が整備された。 地球環境

研究センターにおいては、「グローバルカーボンプロジェクトつくば国際オフィス」、「ＧＯＳＡ

Ｔ研究チーム」の設置のための準備を進めた。

３．企業、大学、地方環境研究所等との連携

●企業との共同研究（２１件）、企業からの受託研究及び研究奨励寄付金（２２件）について、

着実に進めている。特に（社）日本自動車工業会との間では、１５年度から自動車排出ガス

に起因するナノ粒子の生体影響に関する共同研究を実施することに合意した(平成１５年５

月２０日に覚書締結)。また１６年１月には、２００４環境ナノ粒子シンポジウムを協力して開催

した。

●大学との間の交流協定等は、１件増の８件となった。人的交流としては、研究者が大学の併

任教官となるほか、大学からの客員研究員や研究生の受入れなどを行っている。

●全国地方環境研連絡協議会と連携して、全国環境研究所交流シンポジウム（テーマ「土壌

地下水汚染の現状と方向」）を開催するとともに、地方環境研究所との協力に関する意見交

換会を開催した。また、２９の地方環境研究所との間で５６件の共同研究を実施した。

●ＵＮＥＰ、ＩＰＣＣ、ＯＥＣＤ等の国際機関の活動やＧＥＯ(地球観測グループ)、Ｉ ＧＢＰ、Spec

ies2000（生物多様性研究ネットワーク）等の国際研究プログラムに積極的に参画するととも

に、ＵＮＥＰのミレニアム・アセスメント、ＧＴＩ（世界分類学イニシアティブ）のフォーカルポイン

ト、Asia Fluxネットワーク、ＧＩＯ(温室効果ガスインベントリオフィス)の事務局としての活動等

の取組を進めた。

４．研究員の確保、職務能力の向上

●新たな研究課題への対応等のため、１５年度においては、公募により研究系職員１５人を新

たに採用した。一方で大学への転出者等が９人あり、１５年度末の研究系職員の数は、前年

度（２００人）に比し６人増の２０６人となった。なお、このうち任期付研究員は３０人、割合にし



- 5 -

て１５％となった。

●増大する研究ニーズに応えるため、ＮＩＥＳフェロー、ＮＩＥＳポスドクフェロー等の研究費によ

り雇用する研究員の採用を進めた。１５年度末の員数は１１９人であり、前年度（８４人）から３

５人の増加となった。

●職員の職務能力向上のため、面接による目標設定と業績評価を行う職務業績評価制度を

全職員を対象に実施した。１４年度職務業績の評価結果については、１５年度の６月期ボー

ナス（業績手当）及び特別昇給に反映させた。

●研究活動等で顕著な功績があった職員に対するＮＩＥＳ賞の表彰（１名）を行った。

５．自己収入の確保、予算の効率的執行

●１５年度においては、総収入額１６，０６２百万円のうち、自己収入として総額４，７２２百万円

を確保した。これは年度当初の見込額（３，５０８百万円）を上まわり、１４年度実績（３，９１０

百万円）に対し２０．８％の増であった。その主な内訳は、次のとおりである。

（単位：百万円）

１５年度 （ １４年度 ） （ １３年度 ）

・競争的資金等 ２，１４３ （ ２，２３７） （ ２，０５９）

・政府業務受託 ２，３０１ （ １，５４７） （ １，０３６）

・民間等受託、民間寄附 ２２６ （ ６１） （ ３２６）

・試料分譲、施設使用料 １１ （ １３） （ ４）

●一定額以上の契約については、専門経験を要するものを除き原則として競争入札によるこ

ととし、１５年度においては、３５件について一般競争入札を行った。特に、所内施設の管理

等に係る契約については、対象施設が増加するなかで業務内容の見直し等を行い、経費

の削減に努めた。

●営繕工事については、１５年度においては、全ての工事について自主施工により実施し、

積算精査等を通じてコスト圧縮に努めた。

●その他、会計事務のシステム面及び手続きの改善等により、事務処理の効率化を図った。

６．施設の効率的運用

●環境試料タイムカプセル棟及び底質シミュレーター室が竣工し、関連研究の効率的な実施

が可能になった。

●大型施設、大型計測機器等について、所内公募をもとに優先順位を付け、共通性、緊急性

の高い研究施設・機器、研究の共通インフラ等の更新・整備を行った。

●スペース課金制度に基づき各ユニットから返納された空きスペースについて、新たな研究

ニーズへの対応を中心に５２６㎡を再配分し、有効活用した。
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●大気拡散風洞実験施設の外部使用貸付を行った。

７．環境配慮の取組

●「国立環境研究所省エネルギー等計画」に基づき、研究計画との調整を図るなどして大型

実験施設の計画的休止、エネルギー管理の細かな対応等に取り組んだ。その結果、年間

エネルギー消費量が、対１２年度比６％の減（床面積当たり）となり、計画目標（１０％以上削

減）に近づいた。

また、省エネ対策として省エネ型冷凍機、大型ポンプへのインバーター装置の導入等を

行った。さらなる省エネを図るためのＥＳＣＯ事業の導入準備を行った。

●上水使用量については、対１２年度比２３％の減（床面積当たり）となり、計画の目標（１２年

度比１０％以上の削減）を達成した。

●「廃棄物・リサイクルに関する基本方針及び実施方針」に基づき、廃棄物の分別収集を徹

底し、廃棄物の減量化･リサイクルに努めた。また、廃棄物管理の充実を図るため、関連要

領の策定準備を進めた。

８．研究成果の社会への還元、広報活動

●研究成果の社会への還元の一環として、大学の併任教官としての講義、各種審議会・委員

会への参画、企業・地方環境研究所等との共同研究、研究成果を国民各層にわかりやすく

普及するための情報誌「環境儀」の刊行（年４号）などを進めた。

●１５年度には６件の発明を職務発明に認定した。なお、１５年度には職務発明に係る特許と

して４件が新たに登録され、研究所が保有する特許権は４４件、実用新案権は３件となった。

また、特許の取得等を促進するために、専門家による特許相談会を５回開催するとともに、

特許事務所と顧問契約を締結し、取得特許の実施化、発明の特許取得可能性等について

相談した。

●１５年度の研究成果の誌上発表件数は６３２件、口頭発表件数は１,１５３件で、平成８年度

から１２年度までの年間平均値のそれぞれ１．３２倍、１．５１倍に相当し、中期計画の目標

（平成８～１２年度の１割増）の達成に向けて、着実な成果をあげた。

●１５年６月に国立環境研究所の研究成果を発表する公開シンポジウム２００３「環境研究、次

の一手」を開催した。１５年度は、東京の他、初めて関西(京都)でも開催し、１,１００人余りの

参加を得た。

●研究所施設の一般公開（４月と６月）、国内外からの視察（国内９４件、海外４７件）により、約

３,０００人を研究所内に受け入れた。

●「国立環境研究所友の会」による研究所との交流活動を始めとして、環境研究・環境保全に

関するイベント、展示会等に積極的に協力を行った。
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●マスコミからの取材に積極的に応じ、１５年度、当研究所の研究が紹介された新聞報道は７

６件にのぼった。

９．環境情報の提供等の取組

ＥＩＣネット

●環境情報の提供及び情報交流の促進を目的として運営を行っているが、より魅力あるホー

ムページを目指し、画面デザインを刷新したほか、環境用語集の語彙拡充などを実施した。

１５年度におけるＥＩＣネットの利用（ページビュー）件数は、月平均約２０１万件であり、着実

に増加している。

環境技術情報ネットワークの整備等

●環境保全に貢献する技術の研究開発及び普及の推進を目的に新たなホームページ｢環境

技術情報ネットワーク｣を構築し、１５年８月に公開した。

環境ＧＩＳ

●「環境省国土空間データ基盤整備等実施計画」に基づき、各種指定・規制図データ(１５種

類)、環境質測定データ(２種類)のデータベース化を進めるとともに、データの重ね合わせ表

示が可能なウェブＧＩＳシステム（環境ＧＩＳ）による運用を行った。

●環境省からの委託・請負を受けGIS等を活用した情報提供システムの基本設計やプログラ

ム開発等を行った。特に、大気汚染物質広域監視システム(通称｢そらまめ君｣)については、

１５年度の総アクセス件数は１,４５０万件にのぼっている。

国立環境研究所ホームページ

●１５年度における国立環境研究所ホームページの利用ヒット（ページアクセス）件数は、月平

均約４６５万件、年度総計約５,６００万件であり、１４年度に比較して約３割増加している。

●年報、特別研究報告、環境儀等、新規の報告書等の掲載を進めた。

●国民の関心が高い環境問題について、わかりやすく解説した｢環境科学解説｣をホームペ

ージ上で提供することとし、１５年度は、｢電磁波の人体への影響｣をテーマに掲載した。

●ホームページを通じて最新の研究成果・データベースを積極的に発信するとともに、各研

究ユニットからの情報発信を促進した。１５年度に公開を開始した主なデータ等は１７件であ

る。その中で情報を解析し、一般国民に分かりやすい表現で提供するよう努めている(例；Ｕ

Ｖインデックス／紫外線の状況をリアルタイムで色グラフで表示)。


